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所得格差拡大と高齢化の再検討＊
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　本稿は，r全国消費実態調査』の匿名データを用いて，！989年から2004年にかけての2人以上世
帯の等価所得の所得分布の変化の特徴を明らかにするとともに，世帯主が60歳未満と60歳以上の世

帯の違いを考慮して，年齢構成比の変化（人口の高齢化）が所得格差の拡大にどのような影響を与えて

いるのかについて，GI曲線とMLD要因分解によって分析するものである．分析の結果，1989年か
らユ994年と1994年から1999年にかけて所得格差の拡大は，世帯主が60歳以上の世帯割合の増加，

その中でも世帯主が非就業者の世帯割合の増加が主な要因であった．1999年から2004年にかけての

所得格差の拡大は，各年齢階層内のグループ内所得格差拡犬が主な要因であった、きらに世帯主が

60歳未満の世帯の所得格差は，1994年以降拡大傾向にあったが，その要因は人口の高齢化ではなく，

各年齢階層内のグループ内格差の拡大であった．これまで，人口の高齢化の具体的な中身や1994年

から1999年にかけての60歳未満世帯における所得格差拡大が生じているという事実については，ほ
とんど注目されてこなかった．
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1．はじめに

　本稿は1989年から2004年にかけての『全国消費

実態調査』の匿名データを用いて，世帯規模をコン

トロールした2人以上世帯の等価所得の所得分布の

変化の特徴を明らかにするとともに，世帯主が60

歳未満の世帯と60歳以上の世帯の違いを考慮して

年齢構成比の変化（人口の高齢化）が所得格差の拡大

にどのような影響を与えているのかについて分析す

るものである．

　わが国の世帯の所得格差は1980年代から2000年

代半ばまで拡大傾向にある1〕．所得格差拡大の要因

について，これまで多くの研究が蓄積されてきた．

特に人口が高齢化したことと所得格差の関係につい

て分析したものが多い．

　大竹（2005）は『全国消費実態調査』より，世帯主

が25歳以上で2人以上世帯の所得を世帯人数の平

方根で除した等価所得を用いて，1984年と1999年

の対数分散を比較する形でシフトシェア分析を行い，

所得格差拡大が人口の高齢化によってほとんど説明

されることを示している2）．また各年齢内の格差変

動は，全体の格差にほとんど影響しないことも示し

ている．大竹・小原（2010）も，『全国消費実態調査』

を用いて1984年と2004年の対数分散を比較する形

でシフトシェア分析を行い，その間の所得格差の拡

大が，人口高齢化によってほぼ説明できることを示

している、

　人口の高齢化にカロえて，世帯規模や世帯構成を考

慮しながら所得格差について研究したのが小塩

（2006）や大石（2006）である．小塩（2006）は『所得再

分配調査』の当初所得の平均対数偏差を年齢別や世

帯規模別に要因分解することによって，1983年か

ら2001年にかけての所得格差拡大の要因を分析し

ている3〕．1983年から2001年にかけての所得格差

拡大の50．9％が人口の高齢化によって説明される

こと，そして各年齢階層内の格差拡大の40．7％が

世帯規模の縮小化によって説明されることを示して

いる．結論として，経済全体の格差拡大の要因とし

ては人口高齢化の影響がかなり大きいこと，また各

年齢階層内の格差拡大の要因としては世帯規模の縮

小という要因が大きいことを指摘する．

　また大石（2006）は，『所得再分配調査』の当初所

得と再分配所得を世帯人数の平方根で除した等価再

分配所得について，その平均対数偏差を年齢別，世

帯類型別，共稼ぎ有無別に要因分解することによっ

て，1986年から2001年にかけての所得格差拡大の

要因を分析している4〕．結論として，所得格差拡大

の要因は，主として人口の高齢化や単身世帯の増加

といった世帯構成変化にあるが，2000年代に入っ

てからは現役世代における年齢階層内格差拡大がよ

り大きく寄与することになったことを指摘する．ま

た共稼ぎ世帯の増加が所得格差拡大の要因ではない
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ことも指摘している．

　世帯主の年齢や世帯構成ではなく，世帯主の職業

に注目して所得格差を分析したものに橘木・浦川

（2006）がある1橘木・浦川（2006）はr所得再分配調

査』の当初所得に公的年金・恩給と公的扶助などの

その他の社会保障給付金を加えたものから直接税と

社会保険料を弓1いた可処分所得を世帯人数で除した

等価可処分所得について，その平均対数偏差を世帯

主の業態別に要因分解することによって，1995年

から2001年までの所得格差拡大の要因を分析して

いる5）．1995年から1998年は，世帯主の各就業形

態内でのグループ内格差の拡大が主に所得格差を拡

大させていること，また1998年から200！年にかけ

ては，世帯主の就業形態の変化と世帯主の各業態間

のグループ間格差の拡大が所得格差を拡大させたと

指摘している．

　他方，所得上位層の所得シェアの変化に注目した

Moriguchi　andSaez（2008）は，税務統計を用いて

1886年から2005年までの所得上位層の所得シェア

の推移について推計するとともに，所得シェアの変

化の要因を考察している．所得上位1％と上位1～

4％の所得シェアは，第二次世界大戦後それぞれ

8％と12～14％程度で安定的に推移してきたが，

1995年以降徐々に上昇し始めそれぞれ9．2％と

16．1％に達した．この要因に関連して，1995年度

以降にメインバンク制度や株式の持ち合い，終身雇

用制度への圧力，所得税や商法改正の実施などの構

造的な変化が同時に起こっていることに注目してい
る6〕．

　本稿では1989年から2004年までの5年ごとの

『全国消費実態調査』の匿名の個票データを用いて，

世帯規模をコントロールした2人以上世帯の等価所

得格差の変動の要因について分析を行う．大竹

（2005），大竹・小原（2010），小塩（2006），大石

（2006）などの先行研究では，人口の高齢化が所得格

差拡大の要因であることが示されているが，人口の

高齢化の具体的な中身や，60歳未満と60歳以上の

年齢階層に分けた場合の所得格差変動の要因につい

ては分析されていない．そこで本稿では所得格差拡

大の要因である人口の高齢化について中身を検討し，

所得格差拡大の要因が，世帯主が60歳未満の世帯

の中での高齢化によるものなのか，それとも60歳

以上の世帯の増加による高齢化なのかを明らかにし，

さらに世帯主が60歳未満の世帯の所得格差の変動

と人口の高齢化の関係について分析する．労働者の

多くが60歳でいったん退職するという事実を踏ま

えると，60歳未満の世帯主の所得は市場経済にお

ける所得分配の主要な部分と理解できる7〕．したが

って60歳末満の世帯主に支えられている家計の所

得格差の変化が，高齢化によるものなのか，それと

もそうでないのかによって，政策的なインプリケー

ションが変わってくる8）．つまり各年齢階層内の格

差拡大であれば，その年齢層に対する再分配政策を

考えていく必要がある．

　分析の結果，次のような結論が得られた．1989

年から1994年と1994年から1999年にかけての期

間における所得格差の拡大は，世帯主が60歳以上

の世帯割合の増加，その中でも世帯主が非就業者の

世帯割合の増加が主な要因であった．ただし1994

年から！999年にかけては60歳以上世帯のグループ

内格差の縮小効果と60歳未満世帯の各年齢層内に

おけるグループ内格差拡大の効果が相殺されて，結

果として高齢化が所得格差の拡大の主要因となって

いた．また1994年以降における60歳未満世帯にお

ける所得格差拡大の要因は，人口の高齢化による影

響はほとんどなく，60歳未満の各年齢階層内のグ

ループ内格差拡大によるものであった．これまで

1994年から1999年にかけて60歳未満の各年齢階

層内の所得格差が拡大しているという事実は，ほと

んど注目されてこなかった．

　本稿の構成は以下のとおりである．第2節で所得

格差の分析に用いるデータについて説明し，第3節

でわが国の所得格差の推移を確認する．第4節で所

得格差拡大の要因をMLD（平均対数偏差）の要因分

解の手法によって明らかにし，第5節で結論を述べ
る．

　　　　　　2．分析に用いるデータ

　分析に用いるデータは，総務省が5年に1度実施

しているr全国消費実態調査』である．公表データ

ではなく，一橋大学経済研究所所属社会科学統計情

報研究センターによって提供されている匿名の個票

データを用いる1データは調査票の8割のリサンプ

リングデータである9）．2人以上世帯の年間収入が

2500万円以」二の世帯はトップコーディングされて

いる、リサンプリングやトップコ」ディンクなどに

より，総務省が公表している数値と，匿名データを

用いて算出した本稿の数値が異なっている．トップ

コーディングによって，実際の所得格差よりも所得

格差が過少に推定される可能性が高い1o）．使用した

サンプルのサイズは表1のとおりである1｝）．

　分析に用いる所得は調査年の前年12月から調査

年の1！月までの一年間の次の源泉からなる世帯の

年間収入である1



表1．サンプルサイズ

2人以上世帯

1989 仏537

1994 44687

1999 44540

2004 43861

　　　　　　　　　経　　済

年間収入＝勤め先からの年間

　　　収入十農林漁業収入十

　　　農林漁業以外の事業収

　　　人十内職などの事業収

　　　人十家賃地代の年間収

　　　人十公的年金・恩給十

　　　企業年金個人年金受取

十利子配当金十親族などからの仕送り金十そ

の他の年間収入

『全国消費実態調査』の年間収入には公的年金が含

まれるが，税や社会保険料が引かれておらず，可処

分所得ではないことに注意されたい．

　『全国消費実態調査』は『国民生活基礎調査』と

比較して，所得分布の中央が厚く両端が小さくなる

特徴があることが知られている．山田功α五（2008）

によれば，全世帯に占める，世帯の年間収入が200

万円未満の世帯割合はr全国消費実態調査』では

10％となっている．この数値はr就業構造基本調

査』や『国民生活基礎調査』の数値と比べて7％以

上低くなっており，『全国消費実態調査』は低所得

世帯のカバレッジが極端に小さい．また全世帯に占

める，世帯の年間収入が1500万円以上の世帯割合

はr全国消費実態調査』では3％となっており，

『国民生活基礎調査』と比べて1％低くなっている．

さらに『全国消費実態調査』は，各家計に調査票を

記入してもらうというアンケート方式であるため所

得の過少申告が発生する可能性がある．Moriguchi

and　Saez（2008）によれば，所得の上位1％から0．5

％までの平均所得がr全国消費実態調査』では

14，391千円であるのに対し，カバレッジが広い税務

統計では16，261千円となっている12〕．

　このように『全国消費実態調査』は所得分布の中

央が厚く両端が小さくなってしまう特徴があり，他

の統計と比べて所得格差が過少に推計される可能性

があることに注意が必要である．以下の分析では，

世帯人員を調整した2人以上世帯の等価所得データ

（年間収入を世帯人員数の平方根で除したもの）を用

いる．

　　　　　　　3．所得格差の推移

3．1全体の所得格差の推移

　表には掲載していないが，2人以上世帯の等価所

得データから算出した，ジニ係数，90／1Odecilera－

tio，90／50deci1e　ratio，50／10ded1e　ratio，平均対

数偏差（Mean1og　deviation：MLD），対数分散，貧

困率について1989年から2004年までの推移をみる

研　　究

と，全体では1989年から2004年にかけて，所得格

差の拡大傾向と，貧困率の上昇傾向が確認された13〕1

　このことは，図1のGI曲線（Growthincidence

curve）でも確認できる14〕、GI曲線は，横軸に所得

を低いものから高いものへと順番に並べた所得分位

をとり，縦軸には各所得分位の実質所得の変化率を

とり，それらをプロットしたものである．GI曲線

が右上がりであれば，低所得層の所得の伸び以上に

高所得層の所得の伸びが高く，格差が拡大する．

　図1をみると，1989年から1994年と1994年か

ら1999年までは右上がりとなっていることから，

直観的に所得格差が拡大していると判断できる．し

かし1999年から2004年にかけては，GI曲線が波

を打った形状に変化しており，この図からは所得格

差が拡大しているかを判断するのは難しい．1999

年から2004年までの各所得分位の所得の変化率は

第1分位（下位10％）で一5．7％，第5分位（中央値）

で一5．9％，第9分位（上位10％）で一5，2％となっ

ており，中間層と高所得層の間の格差は拡大し，低

所得層と中間層の間の格差は縮小し，低所得層と高

所得層の間の格差は拡大している（一この間ジニ

係数が上昇しており，全体の所得格差も拡大してい

る．）．

3．2年齢別の所得格差の推移

　次に年齢別の所得格差についてみていく．これも

表には掲載していないが，世帯主の年齢別の所得格

差と貧困の各指標の算出結果によると，15－29歳は

1989年から2004年にかけて所得格差の拡大傾向と

貧困率の上昇傾向がみられた．図2のGI曲線では，

15－29歳は他の年齢層よりもGI曲線の傾きが大き

くなっており，この間急速に所得格差が拡大してい

ることがわかる15〕．

　30－44歳においては、各格差指標によって多少の

違いはあるものの1989年から1994年にかけては格

差が縮小していたが，1994年以降は格差が拡木傾

向となっていた．また貧困率は1989年から2004年

まで上昇傾向にあった．この背景には1989年から

1994年にかけてはGI曲線がフラットになっており，

それぞれの所得分位での所得の増加率に違いがなか

ったが，1994年から1999年と！999年から2004年

にかけてはGI曲線が右上がりとなっており高所得

者ほど所得の減少率が小さく低所得者ほど所得の減

少率が大きかったことが影響している、

　さらに45－59歳でも30－44歳の所得格差の推移と

ほぼ同様の動きをしており，1989年から！994年に

かけては格差が縮小していたが，1994年以降は格
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　図I．全体のCI曲線の変化
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差が拡大傾向となっていた．GI曲線の形状やその

変化も30－44歳と類似している．

　一方，60歳以上世帯においては，60歳未満の年

齢別の各世帯とは大きく異なり1989年から2004年

までのそれぞれの期間で，所得格差が縮小傾向にあ

った．この背景には，GI曲線が右下がりとなって

おり，低所得者ほど所得の上昇率が高く（所得の減

少率が小さく），高所得者ほど所得の上昇率が低く

（所得の減少率が大きく）なうている．なお所得格差

が1989年から2004年にかけて縮小傾向にあるのと

異なり，貧困率は1989年から1999年までは下落し

ているものの，1999年から2004年にかけて上昇し

ている．

　　　　　　4所得格差拡大の要因

　以上のように2人以上世帯の全体の所得格差は

1989年から2004年まで一貫して拡大している．こ

の要因は何なのだろうか、この要因を分析するため

に，本稿ではMookhe匂eeandShorrocks（1982）が

イギリスの所得格差を分析した際に用いた平均対数

偏差（MLD）の要因分解の手法を用いる16〕．

4．1人口の高齢化とは

　犬竹（2005），大竹・小原（2010），小塩（2006），大

石（2006）などの先行研究では，人口の高齢化が所得

格差拡犬の要因であることを示しているが，人口の
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表2．MLDを世帯主の年齢・就業・非就業を軸に要因分解した結果

1989 1994 1999 2004

MLD O．133 α134 O．137 O，143

MLD15－59歳世帯 O，120 O．119 O．125 O．ユ30

MLD60歳以上就業者世帯 O．ユ85 O．！78 O，164 O．167

MLD60歳以上非就業者世帯 O．122 O－118 O．104 O．106

MLD60歳以上失業者世帯 O．044 O．154 O．130 O．123

世帯構成割合（世帯主の年齢・状況〕

15－59歳 O．806 O．765 O．705 O．636

60歳以上就業者 O．1！8 α128 O．ユ40 O．159

60歳以上非就業者 O．076 O．103 O．147 O．200

60歳以上失業者 O，O01 O．004 O，O08 O．005

2人以上世帯のMLDの5年日1」からのMLDの変化 O．OO14 O．O03ユ O．0060

グループ内（termA） 一〇．OO15 O．OO06 O．0044

うちユ5－59歳世帯 一〇りO05 Om43 O．0037

うち60歳以一ヒ就業者世帯 一〇．OO09 一〇．O0！8 O．OO04

うち60歳以上非就業者世帯 一〇．OO04 一〇m18 0．OO05

うち60歳以上失業者世帯 α0003 一α000ユ 一α000ユ

年齢就業構成（term　B＋term　C） O．0023 O，0028 O．0021

うち15－59歳世帯 一〇．0459 一〇刀673 一〇．0773

うち60歳以上就業者世帯 α0ユ30 ○り137 O．0218

うち60歳以上非就業者世帯 α0314 00515 O．0612

うち60歳以上失業者世帯 α0039 α0050 一〇m36
グループ間（termD） O．OO06 一〇．0003 一〇幻O06

高齢化が具体的にどのような現象を表しているのか

については，ほとんど触れられていない．

　表2は，世帯を世帯主が15－59歳である世帯，世

帯主が60歳以上の就業者の世帯，世帯主が60歳以

上の非就業者（仕事をさがしていない）の世帯，世帯

主が60歳以上の失業者（仕事をさがしている）の世

帯に分けて，所得格差について分析した結果であ

るユ7）．表2の世帯構成割合をみると1989年から

2004年にかけて，世帯主の年齢が60歳以上の世帯

割合の急激な増加傾向と世帯主が60歳未満の各世

帯割合の減少傾向となっている．このことは，人口

の高齢化が文字どおり，60歳以上世帯の増加であ

ることを意味する18〕．

　MLDの変化の要因をみていくと，1989年から

！994年にかけては，グループ内格差（termA）とグ

ループ間格差（termD）の縮小効果と，60歳以上各

世帯の壇カロによる入口の高齢化（term　B，C）による拡

大効果が相殺される形でMLDがわずかに拡大
（O．OO14）している．1994年から1999年にかけては，

60歳以上各世帯の増加による人口の高齢化（term

B，C）が主な要因となってMLDが拡大しているが，

グループ内格差（term　A）の変化をみると，60歳未

満世帯の各年齢層におけるグループ内格差の拡大と，

60歳以上世帯のグループ内格差縮小が相殺するこ

とでほぼ一定となっている、ここで注目すべきは

60歳未満世帯の各年齢層におけるグループ内格差

が，1994年以降拡大し始めているということであ

る．この点はこれまで注目されていない19〕．

　次に1999年から2004年にかけては，60歳以上

各世帯の増加による人口の高齢化（term　B，C）は格差

拡大の3分のユ程度しか説明できず，格差拡大の3

分の2程度は各年齢階層内のグループ内格差の拡大

（termA）によって説明される11999年から2004年

の各年齢階層内のグループ内の格差拡大の影響が大

きくなったのは，1999年以前と異なり，60歳以上

の高齢世帯のグループ内格差縮小の幅が小さくなっ

たことと，60歳未満世帯の中でのグループ内格差

拡大の幅が大きくなっていることによる．『所得再

分配調査』を用いて格差拡大要因を分析している大

石（2006）も示しているように，2000年代に入って

からは，所得格差拡大への人口高齢化による影響が

小さく，各年齢階層のグループ内格差拡大の影響が

大きくなっているのである．

　さらに年齢就業構成の変化（termB，C）が全体の所

得格差の変化に与えた影響の内訳をみると，60歳

以上世帯のうち非就業者の世帯割合の増加が，就業

者の世帯割合のそれ以上に所得格差の拡大に大きく

寄与していることがわかる．すなわち先行研究で指

摘されてきた所得格差を拡大させる人口の高齢化と

いうのは，60歳以上世帯割合の相対的な増加を意

味し，さらに限定していうならば，60歳以上の非

就業者世帯割合の相対的な増加ということができる．

4，260歳未満世帯の所得格差

　1990年代後半以降，わが国の多くの企業で成果

主義賃金の導入が進められているが，基本的には年

齢とともに賃金が上がっていく年功型賃金の仕組み

は維持されている．年功型賃金では査定によって定

期昇給の昇給幅が決まるために，年齢の上昇ととも

に昇給が繰り返される中で賃金が高くなっていくと，
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表3，60歳未満世帯のMLDを年齢別に要因分解した結果

9ユ

！989 1994 1999 2004

MLD15－59歳 O．120 O．119 O．125 O．130

MLD15－29歳 O．087 O．089 O．10！ O．120

MLD30－44歳 0．090 O．088 O．094 0．100

MLD45－59歳 O，120 O．118 O．121 O．129

世帯構成割合（世帯主の年齢）

15－29歳 O．058 O．056 O．061 O．051

30－44歳 O．481 O．441 O．406 O．400

45－59歳 O．461 O，503 0．533 O．549

2人以上世帯のMLDの5年前からのMLDの変化 一〇．001 O．006 O．005

グループ内（termA） 一〇．O02 O．O05 O，008

うちユ5－29歳 0．OOO 0．OO1 O．OO1

うち30－44歳 一〇．O01 O．002 O．O03

うち45－59歳 一〇．OOl O．002 O．O04

世帯構成 O．O01 O，O01 O．OOO

うち（termB） O．OOl O．OO1 O．OOO

うち（termC） O．OOO O．OOO 一〇、001

グループ間（term　D〕 O．OOO O．OOO 一〇、O02

回じ年齢グループ内においては賃金格差が大きくな

る20〕．そのため現役で働いている60歳未満の人び

との間においても，年齢が高くなれば賃金格差や所

得格差が大きくなると考えられる．このとき人口構

成の高齢化が生じれば，所得格差拡大が生じる、で

は高齢化による所得格差拡大の影響は，60歳未満

世帯の間でどうなっているのだろうか．

　要因分解の結果をみる前に表3の上段の各年齢階

層のMLDをみてみよう．1989年においては15－29

歳がO．087，30－44歳がO．090，45－59歳が0，120と，

年齢とともに所得格差が大きくなっている、しかし

1994年以降は15－29歳層のMLDが急速に拡大す

る中で，15－29歳と30－44歳の所得格差水準の大小

が逆転している．この背景には若年層で非正規雇用

などが増加することで所得格差が拡大しているのか

もしれない．一方，30－44歳よりも45－59歳の所得

格差水準が大きいことは，1989年から2004年にか

けて変わっていない．

　では，60歳未満世帯のMLDを年齢別に要因分

解した結果をみていこう（表3下段）．60歳未満世

帯の所得格差は1989年から1994年にかけてわずか

に縮小しているが，1994年以降は拡大を続けてい

る．1994年以降の所得格差拡大の主要因は，各年

齢階層内のグループ内格差（termA）によるもので，

人口の高齢化（termB，C）はほとんど影響していない

ことがわかる、このことから多くの先行研究が示し

てきた1994年から1999年にかけての所得格差拡大

の要因が人口の高齢化であるという指摘は，60歳

未満の現役世代にはあてはまらないということがで

きる．

5．結論

本稿では，r全国消費実態調査』の匿名の個票デ

一夕を用いて2人以上世帯を対象に，1989年から

2004年にかけての所得格差拡大の要因について分

析した1主要な結論は次のとおりである．1989年

から1994年と1994年から1999年にかけての所得

格差拡大の主要因は，人口の高齢化であった．1999

年から2004年までの所得格差拡大の要因は，人口

の高齢化の影響が小さく，むしろ各年齢層のグルー

プ内所得格差拡大が要因であった．そして所得格差

拡大の要因である人口の高齢化とは，60歳未満の

現役世代の中での高齢化ではなく，60歳以上の高

齢者世帯割合の増加，その中でも非就業者世帯割合

の増加であった．

　さらに60歳未満の世帯における所得格差は1994

年以降拡大傾向にあり，その要因は60歳未満世帯

内における人口の高齢化ではなく，60歳未満世帯

の各年齢別にみた世帯のグループ内格差拡大が主要

因であった．

　これまで，人口の高齢化の具体的な中身や1994

年から1999年にかけての60歳未満世帯における所

得格差拡大が生じているという事実については，あ

まり注目されてこなかった．

　今後の課題として，単なる所得格差の分析だけで

なく，経済厚生という観点を考慮して所得格差を分

析することで政策的合意を深く検討できる．この点

は税や社会保険料などの課税や再分配を考慮した再

分配所得や生涯所得のデータを用いる必要がある、

さらに，世帯と年齢構成以外の属性をコントロール

せずに分析しているため，人口の高齢化による所得

格差拡大の影響が正確に分析できていないという問

題があり，世帯や年齢構成以外の属性を考慮して分

析する必要がある．

　　　（投稿受付2012年4月2日・最終決定2013
　　　年5月15日，大阪経済大学経済学部）
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　注

　＊　本研究は科研費（21730178）の助成を受けたもの

である．本稿の作成に当たって，本誌匿名のお二人の

レフェリーから，大変有益なコメントをいただいた．

記して感謝申し上げたい．また本稿は2010年日本応

用経済学会秋季大会において浦川邦夫准教授に，2012

年公的統計のミクロデータの利用に関する研究集会に

おいて宇南山車准教授に，有益なご討論をしていただ

いた．記して感謝中し上げたい．なお本稿で使用した

データは，一橋大学経済研究所附属社会科学統計情報

研究センター・独立行政法人統計センター・神戸大学

大学院経済学研究科研究助成室からr全国消費実態調

査』の匿名データの提供を受けている．関係者のみな

さまに記して感謝申し上げたい．なお本稿におけるあ

り得るべき誤謬は，全て筆者の責任に帰するものであ
る、

　I）総務省統計局の公表結果によれば，二人以上世

帯の年間収入のジニ係数は！999年がO．301．2004年が

O．308．2009年がO．31ユとなっている．一方，小塩

（2010）はr国民生活基礎調査』の個票データを用いて，

実質可処分所得による複数の格差指標を算出して，

2000年代に入ってからの格差が一方的に拡大傾向にな

いことを示している．例えば算出されたジニ係数は，

2000年がO．360．2003年がO．344．2006年がO．35！と

なっている．

　2）　シフトシェア分析とは，例えば1984年時点と

ユ999年時点を比較する際に，年齢構成比，年齢階層内

の対数分散，年齢階層間の格差を示すパラメータを

ユ984年時点に固定したうえで，年齢構成比が1999年

の値に変化したときの対数分散がどの程度変化し，全

体の対数分散のどの程度を説明できるかを計算する分

析方法である．内閣府（2006）はr全国消費実態調査』

の単身世帯を含むすべての世帯の所得の変化を平均対

数偏差を用いて年齢別に要因分解し（第3－3－8図），

r趨勢的な所得格差の上昇は，高齢者世帯比率の上昇

という高齢化が主な要因であったことを示している」

と結論付けている．

　3）『所得再分配調査』の当初所得には退職一時金

が含まれる．小塩はこの退職一時金を年金の形で受け

取ると想定して，退職一時金に年金利回りをかけてい

る．また『所得再分配調査』の当初所得には，公的年

金給付は含まれていないことに注意が必要である．公

的年金給付が含まれない場合，高年齢層での格差がよ

り大きく現れる．

　4）『所得再分配調査』の再分配所得は，当初所得

から税金と社会保険料を差し引き，それに公的年金な

どの社会保障給付（現金・現物）を足し合わせたもので

ある．等価再分配所得の年齢別の要因分解では，格差

拡大の57．9％が各年齢層のグループ内格差，37．2％が

年齢構成変化によって説明されている．等価再分配所

得の世帯類型別の要因分解では，格差拡大の62．O％が

各世帯類型のグループ内格差，84．9％が世帯構成変化，

一47．O％が各世帯のグループ間格差によって説明され

ている．なお大石は分析期間を1987年から2002年と

紹介している．

　5）世帯主の就業形態（世帯業態）は，企業・団体等

の役員，一般常雇（従業員規模別従業員規模別130人

研　　究

　未満，30～99人未満，100人～999人未満，！000人以

　上），公務員，1年未満契約の雇用者，自営業者，家庭内

　職者，無職（就労世代）無職（高齢者）に分類されている

　　6）　Moriguchi（2010）は，マク日データを用いた時

　系列回帰分析によって1954年から2005年までの所得

　上位1％以上の賃金所得シェアが，限界税率，企業の

　売上高利益率，女性の労働力率，労働紛争割合（労働

　紛争に関わっている労働者割合）によって統計的に有

　意に説明されることを示している．

　　7）川口（2011）は，わが国の賃金構造が60歳を境

　に不連続となるため，ミンサー型賃金関数を推計する

　上で，サンブルを60歳未満の労働者に限定するべき

　であると指摘する．

　　8）仮に60歳で全員が退職し，その後はすべて年
　金を受け取るという単純な経済を考えるならば，労働

　者の課税前生涯所得は，60歳までの課税前所得の合計

　となり，それが年金などの再分配政策の源泉となる．

　　9）世帯員が8人以上の世帯，同一年齢の15歳未
　満の世帯員が3人以上存在する世帯は，削除されてい

　る．

　　10）総務省が公表しているジニ係数（2004年：

　O．308）よりも，本稿の匿名データを用いた場合のジニ

　係数（2004年：O．287）は小さくなっている．

　　11）各データには，乗率が付与されている．乗率

　は，標本調査で母集団の値を推定するために，各標本

　の調査結果に乗じる係数である．本稿では乗率を考慮

　して，所得格差や貧困の各指標の推計や要因分解を行

　っている．

　　12）Moriguchi㎜d　Saez（2008）Tab1e4．参照．

　　13）　ここで紹介した各指標の推移の詳細は，本稿

　の以前の版である山口（2011）を参照されたい．例えば

　ジニ係数は1989年のO．279から2004年の0，287と増

　カロし，貧困率は1989年のO．062から2004年のO．086

　と上昇している．また90／ユOdeci1eratio，90／50decile

　ratio，50／10deci1e　ratioの各数値も増加傾向にあり，

　中問層と低所得層，中間層と高所得層の間での格差が

　拡大している．ただし1999年から2004年にかけては．

　90／50deci1eratioは増カロしているが，50／10decile

ratiOは減少しており，中間層と低所得層の間の格差
　が縮小している．

　　14）　GI曲線については，Rava11ionandChen（2003）

　や橘木・浦川（2006）が詳しい．GI曲線を求めるため

　の実質所得の算出にあたっては，総務省統計局の2000

　年基準の消費者物価指数（2004年＝O．981．1999年＝

　1．O07．1994年＝O．986．1989年＝O．893）を用いている．

　　15）　図2の縦軸の目盛について，15－29歳層が他の

　年齢階層よりも数値が大きくなっていることに注意さ

　れたい．

　　16）各世帯のグループゴを考慮した形で式の平均

　対数偏差の定義は次のとおりである．

　　　　　　　帆・・去勢・（素）　（1）

　　ここでμは平均所得，エ他は各世帯の所得（グループ

ゴに所属する各世帯α）である．（1）式は，次のように

　要因分解できる．

　　　　　Mω一㌶肌肘名号1・（舌）（・）
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　ここでμ宣はグループ｛の平均所得，nは世帯数，吻

はグループ｛の世帯数を表している．第1項がグルー

プ内格差，第2項がグループ間格差を表している．さ
　　　　　　　　　　　　　　　μ’　　　　刎らに2時点のMLDの変化は，ん≡一，5F一を用い
　　　　　　　　　　　　　　　μ　　　　nて，以下のように要因分解できる．

　△Mω＝Mω（ま十1）一Mω（f）

　　　　＝Σ5△MZD汁ΣMLハ△∫’

　　　　　一Σ1nん△∫rΣ5△lnλ

　　　　亀Σ5△MτD汁ΣMZn△∫’

　　　　　　胞7mλ　　　　C〃m　B

　　　　　＋Σ［ん一1nん］△∫汁Σ［θr5］△lnμ’（3）

　　　　　　　　た7m　C　　　　　　〃m　D

　　〃｛
∫F一：グループ｛に属する世帯の全世帯に対する比率
　　〃

MLn：グループゴの平均対数偏差

　　μ｛
ん≡一：全世帯の平均所得に対するグループゴの平均
　　μ

所得の割合

θi≡∫｛ん1全世帯の総所得に占めるグループ｛の総所得

の割合

　△はτ十1年とf年の差分を表すオペレーターを表
す．また記号の」二のバーは，古年とf＋1年の平均値を

　　　　　　　∫（古）十∫（C＋1）
表す（例えば5＝　　　　　　　（3）式のtermAは
　　　　　　　　　　2
グループ内格差が変化することによって生じる不平等

の変化（グループ内格差要因）を，tem　Bとterm　Cは

サブグループのグループ比率が変化することによって

生じる不平等の変化（グループ構成比の変動要因）を，

termDはサブグループ間の相対所得の変化によって
生じる不平等の変化（グルーブ間格差要因）を，それぞ

れ表している．本稿では，所得データからMLDを求

め，（3）式の要因分解によって所得格差の要因を明ら

かにする．当然のことであるが，以下のすべての分析

で，（1），（2），（3）式の左辺の値と要因分解によって求

めた右辺の値にずれが生じていないかをチェックして

いる．

　17）60歳未満世帯の世帯主の非就業者割合は，
1989年が1．8％，1994年が1．4％，ユ999年が1．5％，

2004年が1．7％と，その変化が所得格差にほとんど影

響していないことから，60歳未満世帯に関しての就

業・非就業世帯の分類は，ここでは行っていない．な

お年齢就業構成の変化に関しては，より詳細に分析す

るために，他の数値と比べて小数点以下の桁数を一桁

増やしている．

　18）厚生労働省の『高年齢者雇用実態調査結果』

によれば，2004年時点で88．2％の事業所で60歳定年

制をとっている．これは高齢者雇用安定法が2004年

に改正されて，企業は2006年4月1日から65歳まで
の雇用延長に対する何らかの措置を講ずることを義務

づけられたことによる．このとき多くの雇用者が60
歳になれば，いったん退職し再雇用もしくは非就業の
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選択を余儀なくされていたと考えられる．

　19）r全国消費実態調査』を用いて所得格差を分析

している大竹・小原（2010pp．274－275）は，「所得の年

齢別不平等度は，60歳以上で平等化傾向があり，1999

年まではそれ以外の年齢層で所得格差に変化がなかっ

た」と指摘している．

　20）最近の賃金構造に関するサーベイ論文では三
谷（2010）がある．
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